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地域運営組織について

総務省自治行政局地域振興室



地域運営組織（RMO）の形成・運営

●全国における地域運営組織の形成や持続的な運営に向けた取組を

後押しするため、全国セミナーを地域ブロック別に開催し、都道府県・

市区町村職員のほか中間支援組織、地域運営組織の構成員、地域

住民等に対する効果的な普及啓発を推進する。

全 国 セ ミ ナ ー の 概 要

※RMO:Region Management Organization
R 7 当 初 予 算 額 （ 案 ） : 3 1 百 万 円
（ R 6 当 初 予 算 額 : 3 1 百 万 円 ）

地域の暮らしを守るため、地域で暮らす人々が中心となって形成され、地域内の様々な関係主体が参加する協議組織が定めた地域経営の指針に基づき、

地域課題の解決に向けた取組を持続的に実践する組織。

●高齢化による生活機能の低下や人口減少・過疎化による集落の生活支援機能の低下が進む中、地域運営組織の活動を支援することにより、地域コミュニティの維持・

強化を目指す

●活動内容は、高齢者交流サービス、声かけ・見守りサービス、体験交流事業など多様

●全国には7,710組織（令和５年度総務省調査）があるものの、地域運営組織が形成されている市区町村数は全体の半数程度にとどまっている

地 域 運 営 組 織 の 形 成 及 び 持 続 的 な 運 営 に
関 す る 取 組 の 推 進

●地域運営組織の多様な取組みに対して、地方公共団体がより効果的・

効率的に支援できるよう調査研究を行うとともに、セミナーの開催等により

先進事例の全国展開を図ることで、全国における地域運営組織の更なる

形成促進や持続的な運営に向けた取組みを後押しする。
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地 域 運 営 組 織 を 支 援 す る 中 間 支 援 組 織 等
研 修 会 の 開 催 新規

●地域運営組織の持続的な運営は、外部の支援者（中間支援組織※）

からの支援を受けながら、地域運営組織がPDCAサイクルを回すことで

実現されるものと期待されるが、こうした支援を行うことができる外部の

支援者の人材不足が課題となっているところ。
※企業、NPO、社会福祉協議会、学識経験者、コンサルタント、行政職員OB等

●地域運営組織を支援する中間支援組織等の人材育成の一環として、

研修会を開催し、学びの機会を創出する。

ＰＲ動画は
こちら→



地域運営組織（RMO）の活動実態

令和5年度は地域運営組織が全国で7,710団体が確認され、令和4年度（7,207団体）から503団体増加（7.0％増）し、平成
28年度に比べて約2.5倍に増加。また、地域運営組織が形成されている市区町村は874市区町村であり、令和4年度（853市区町
村）から21市区町村増加（2.5%増）

団 体 数

組 織 形 態 法人格を持たない任意団体が90.4％、NPO法人が3.6％、認可地縁団体が2.3％

構 成 団 体 自治会・町内会が構成員となっている地域運営組織は77.9%と最も多く、「地域の福祉活動に関わる団体、民生委員・児童委員」
（58.1％）、「地域の防犯・防災・交通安全に関わる団体（消防団など）」（48.1％）が続く。

活 動 拠 点 活動拠点を有する団体が95.3％、このうち65.5％が公共施設を使用

活 動 内 容 祭り・運動会・音楽会などの運営（69.6％）が最も多く、交流事業（68.5％）、健康づくり・介護予防（62.0％）、防災活動
（60.2％）などが続く。

収 入 収入源（第１位から第５位までを複数回答）
のうち、「市区町村からの助成金・交付金等」が
84.5％と最も多い。また、生活支援などの自主事
業の実施等による収入（会費、補助金、寄附金
等以外の収入）の確保に取り組む地域運営組
織の割合は44.4％

課 題 活動の担い手となる人材の不足（78.4％）が
最 も 多 く 、 団 体 の 役 員 ・ ス タ ッ フ の 高 齢 化
（59.7％）、次のリーダーとなる人材の不足
（59.6％）が続くなど、人材に関するものが多い。

H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

地域運営組織数 3,071 4,177 4,787 5,236 5,783 6,064 7,207 7,710

市区町村数 609 675 711 742 802 814 853 874
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※令和５年度 総務省調査（市区町村:1,741団体、地域運営組織:7,710団体が回答）

（複数回答）

（複数回答）

（複数回答）



地域運営組織（RMO）の設立・運営に関する地方財政措置（概要）

自主事業の実施による収入の確保等地域運営組織の経営力強化に要する経費

（措置対象:研修、調査、設備導入、販路開拓に要する経費 等） …特別交付税
※措置率1/2・財政力補正

２ ． 地 域 運 営 組 織 の 経 営 力 強 化 支 援 【 都 道 府 県 及 び 市 町 村 】

地域運営組織の運営支援や住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援に要する経費

（１） 地域運営組織の運営支援

① 運営支援（措置対象:事務局人件費、事務所賃貸料、光熱水費、備品消耗品費、旅費、事務局職員の研修費 等）…普通交付税

② 形成支援（措置対象:ワークショップ開催に要する経費、ファシリテーターの旅費及び謝金、事務所開設のための施設改修費 等）

…特別交付税

※措置率1/2・財政力補正

※事務所開設のための施設改修費については、１組織１回限りの措置

※令和７年度からは、（１）②において、ワークショップ開催のための臨時職員経費について、特別交付税措置の上限額を引き上げ（最大200万円→220万円）

（２） 住民共助による見守り・交流の場や居場所づくり等への支援

（措置対象:高齢者交流、声かけ・見守り、買物支援、弁当配達、登下校時の見守り、交流事業（子育て、親子、多世代）、

子ども食堂、学習支援、相談の場に要する経費 等） …普通交付税
※(1)①及び(2)において、普通交付税算定額を上回る経費について、特別交付税による措置を講ずる。措置率1/2・財政力補正

１ ． 住 民 共 助 に よ る 見 守 り ・ 交 流 の 場 や 居 場 所 づ く り 等 へ の 支 援 【 市 町 村 】


